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番号

20年度

9,803,705

9,841,152

評価結果の予算要求等
への反映状況

・需給バランスの不均衡による過当競争のおそれを踏まえ、市場歪曲性を有する政府支援等を防止するための国際的枠組（OECD新
造船協定）の確立を加速する。

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

政策評価結果を受けて
改善すべき点

（ 補 正 後 ）

個別表②に記載

・韓中の大幅な建造能力の急拡大、世界経済減速を背景とする新造船需要の急減による国際競争の一層の激化に対応して、国際市
場環境の整備を促進する。

＜0＞

＜0＞

33,752

9,766,930

政策評価調書（個別票①-1）

歳出予算額（千円）

政策名

19年度 21年度

【政策ごとの予算額等】

10,453,474

9,553,603

総合･実績･事業

（ 当 初 ）

海事産業の市場環境整備・活性化及び人材の確保等を
図る

9-39評価方式

22年度要求額

9,478,112

予備費使用額（千円）

前年度繰越額（千円）

不用額（千円）

翌年度繰越額（千円）

支出済歳出額（千円）

流用等増△減額（千円）

歳出予算現額（千円）

0

0

0

9,803,705

3,023
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 国土交通本省

Ａ 2 一般 国土交通本省

Ａ 3 一般 地方運輸局

Ａ 4

Ｂ 1 一般 国土交通本省

Ｂ 2 一般 国土交通本省

Ｂ 3 一般 国土交通本省

Ｂ 4

Ｃ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 4 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 4 ＜ ＞＜ ＞

海事産業の市場環境整備・活性化等の推進に必要な経費

9,553,603

8,889,302

6,108,183

2,668,793

112,326

22年度
要求額

442,684

143,054

78,563

664,301

9,478,112

6,283,401

2,752,809

71,089

370,813

21年度
当初予算額

132,946

160,506

77,361

独立行政法人海技教育機構施設整備
費

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

地方運輸行政推進費

独立行政法人海技教育機構施設整備に必要な経費

合計

海事産業の市場環境整備・活性化及び人材の確保等を図る 9-39

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

事項

小計

小計

独立行政法人航海訓練所運営費

独立行政法人海技教育機構運営費 独立行政法人海技教育機構運営費交付金に必要な経費

独立行政法人航海訓練所運営費交付金に必要な経費

政策名

政策評価調書（個別票①-2）

【政策に含まれる事項の整理、棚卸し調書との照合】

9,107,299

船員雇用促進対策事業費

項

海事産業市場整備等推進費

海事産業市場整備等推進費

海事産業の市場環境整備・活性化等の推進に必要な経費

政策評価結果等
による見直し額
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 9-39

21年度
当初
予算額

22年度
要求額

増減

うち政策評価
結果の反映に
よる見直し額

（B)

うち執行状況
の反映による
見直し額
（C)

合計

該当無し

政策評価調書（個別票①-3）

政策名 海事産業の市場環境整備・活性化及び人材の確保等を図る

政策評価結果又は執行状況の要求への反映内容

予算額（千円）

見直し額（A)

（B)+（C)-重
複

事務事業名 整理番号
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単位 基準値 目標値

（年度） 18年度 19年度 20年度 （年度）

ポイント  1/3 0.35 0.31 0.28  1/3

１７年度 ２１年度

ポイント 100 128 158 174 135

１７年度 ※速報値 ２２年度

‰ 11.8 11.8 11.3 9.3

１８年度 ２４年度

政策名

（総合的評価）
　「海事産業の市場環境整備・活性化及び人材の確保等を図る」については、平成20年における我が国の新造船建造量
は過去最高を記録したが、中国・韓国の新興造船所を中心として建造量が急増したことから、相対的に我が国の世界
シェアは減少した。昨秋以降は世界的な景気低迷による海上荷動量の激減により、新造船需要が急減していることか
ら、今後海外との国際競争は一層激化する見込みであり、目標達成に向けて、これまでの施策を着実に実施するととも
に、適正な国際市場環境の整備、産業基盤の強化等の施策を推進する必要がある。一方、船員の確保・育成について
は、業績指標の実績値は目標の達成に向け順調に推移しており、目標の達成は十分可能であると評価出来る。

政策評価調書（個別票②）　（政策評価書要旨）

評価実施時期：平成　　年　　月
担当部局名：
担当者（連絡先）：

政策の概要

海事産業の市場環境整備・活性化及び人材の確
保等を図る

9-39番号

　四面環海の我が国において、海運、造船等の海事産業は、我が国の経済、国民の日々の生活を支える上で大きな役割
を果たしている。このため、海事産業における船舶、舶用品生産の市場環境整備・活性化ならびに人的基盤（ヒューマ
ンインフラ）である技能者・技術者及び船員（海技者）の確保・育成等は、「海洋国家」である我が国にとって極めて
重要な目標・課題である。

（必要性）
　海事産業の市場環境整備・活性化及び人材の確保等を図ることは、海洋国家である我が国の社会・経済を支える上で
極めて重要である。昨秋以降の世界的な景気の減速や国際競争力の激化により、適正な国際市場環境の整備や産業基盤
の強化が一層必要な状況となっており、また、人材確保面においては、造船産業における技能者・技術者や船員の高齢
化に伴う大量退職による海事産業従事者の不足が生じることが懸念されている。よって、引き続き海事産業の市場環境
整備・活性化及び人材の確保等に資する施策を推進する必要がある。

【評価結果の概要】

（有効性）
　造船業・舶用工業においては、世界の建造量シェアは減少しているものの、過去最高の建造量を記録しており、適正
な国際市場環境の整備、船舶産業の基盤整備等の各施策が有効に機能してきたと評価出来る。船員の確保・育成におい
ては、現時点の業績指標は目標値を超え順調に推移しており、船員確保・育成等総合対策事業等、内・外航を通じ優秀
な日本人船員を確保・育成していくための各種施策の効果によるものと評価出来る。

船員災害発生
率（千人率）

平成２０年度から平成２４年度
までの５年間に死傷災害の発生
率（年間千人率）を平成１８年
度に比べ２１％減少させる。
①全国平均の災害発生率を上
回っている地域（地方運輸局単
位）においては、全国平均まで
減少させるとともに、さらに発
生率を５％減少させることを努
力目標とする。②全国平均の災
害発生率を下回っている地域に
おいては、発生率を10％減少さ
せることを努力目標とする。①
及び②の考え方に基づき平成15
～17年度の３年平均の発生件数
を基礎として目標を算出した。

造船業・舶用工
業の生産高（世
界シェア）

我が国造船業・舶用工業事業者
の生産高の世界におけるシェア
（トン数ベース）。平成１７年末現
在の国際競争力を維持することを
目的に、日本の新造船建造量が
世界の新造船建造量の１／３の
シェアを維持することを目標にす
る。

海運業（外航及
び内航）におけ
る船員採用者数
の水準

海上輸送の人的基盤（ヒューマン
インフラ）である船員を今後とも安
定的に確保するため、高齢船員
の退職規模に見合う採用数の水
準を確保することを目標にする。

関係する施政方針演
説等内閣の重要政策
（主なもの）

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋）

政策に関する評価結
果の概要と達成すべ

き目標等

達成目標 指標名 実　績　値

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

（効率性）
　従来より、海事産業の市場環境整備・活性化及び人材の確保等は、景気動向、雇用情勢により大きく左右されてい
る。国や関係業界・事業者等がそれぞれの役割分担に責任を持ち、連携しつつ景気動向等を的確に認識し、国際競争市
場の情勢に機敏に対応してきたことから効率的であったと評価出来る。加えて、船員の確保・育成に関しては、少ない
予算の中で着実な効果が出ており、効率的に実施していると評価出来る。

 (反映の方向性）
・主要造船国を対象に、二国間・多国間の実務者レベルによる協議を行い、更なる国際協調の円滑化を推進する。
・船員確保・育成等総合対策事業による船員確保・育成対策等の各種施策を引き続き推進する。
・経済不況による雇用情勢や国際経済環境の変化等に適切に対応する。

達成目標・指標の
設定根拠・考え方

海事産業
の市場環
境整備・
活性化及
び人材の
確保等を

図る
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